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激動の時代に太陽光で社会に貢献する

　脱炭素社会を目指す
中、コロナ禍が少し落
ち着いた一方で、燃料
価格の高騰によりさま
ざまな産業に影響が出
ており、弊社でも影響
を受けている事業もあります。
　世界中が脱炭素を掲げ、賛同する人
達が増えている一方、今も世界中で化
石燃料の争奪戦が繰り広げられている
という矛盾しているようなことが起こっ
ているのも現実です。そして、その影
響を自身も受けていることと、今後も生
活や産業に新たな不安もあるのではと
思うと、今まで化石燃料の恩恵を受け

てきた私たちの社会が、猶予のない時
間の中で、脱炭素社会を目指していく
道のりには、それなりの覚悟が必要だ
ということをあらためて感じています。
　再生可能エネルギーが必要とされる
理由は持続可能な社会の実現にあり、
持続可能な社会とは、社会、経済、環
境の側面から統合的に問題を解決しな
がら、私たちが暮らし続けられる社会
です。
　激動の時代、太陽光を筆頭に再生可
能エネルギーがさらに求められること
に疑いの余地はありません。私たちは
未来のためにさらなる覚悟をもって社
会貢献を果たしていきましょう！

・特集/①環境省による 第1回「脱炭素先行
 地域」26案件公表
 ②協会員専用 太陽光発電所の自然
 災害補償制度リニューアル
 ・設立10周年記念式典を開催いたします
 ・協会会員向け地区会＆WEBセミナー開催報告
 ・地区会レポート/中部地区、中国・四国地区、
 東北地区
 ・会員企業訪問 / ㈱ダックス、㈱ビッグ・ストリート
 ・エネルギーマネジメントアドバイザー認定
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一般社団法人 日本PVプランナー協会　理念
私たちは、PV プランナー・PV システムインテグレーターの育成をおこない、
太陽光発電の健全な市場発展に努めます。

その為には
1、私たちは「地球環境問題」の解決に取り組みます。
1、「販売」は、コンプライアンスを遵守します。
1、「商材説明」は、お客様に正しい知識と情報を提供します。 
1、「施工」は、安全を第一に考え、お客様の家屋を守りながら、適正な発電が行えるよう努力します。
1、「アフターサービス」は、お客様のニーズに応え、素早い対応を心がけます。

以上を行い、私たち・お客様・地球が共に繁栄する「豊かな未来創り」に貢献します。

事務局だより
　今年も夏至がやってきた。夏至といえば昼間が一年
で一番長い日である。私が以前勤めていた太陽光発電
設備工事会社では「太陽光発電の日」と記念日登録し
ていた。今年もあっという間に半年が過ぎてしまっ
た。2月からロシアがウクライナに侵攻して、早いも
ので4か月になる。飛び込んでくるニュースに、びっ
くりして、なんでこんなことが起こるのかと、テレビ
にくぎ付けになり胸が痛い日々を送ることが多かっ
た。それも少しずつ慣れてしまったのか、今はそれほ
どでもなくなっている自分が悲しく感じる。
　また、いろいろな物の値段が上がっている。何もか
も。最初は、買うところを調査して、少しでも安く買
えるところを探して買っていたが、これも慣れてきて
しまったのか、近くのスーパーで買うことが多くなっ
てきている。
　電気代、ガス代等も上がってきている。春の陽気の
よい時期は、エアコンも入れずに電気の節約に努めて

きたが、夏至
に近づいて暑
い日が続いて
いる。梅雨も
早く開けて今
年も暑い夏に
なるらしい。
昨日あたりか
らのテレビの
ニュースでは、熱中症の話題が多くなっている。電気
代は気になるが、エアコンを上手に使用し、体に注意
しなければとも思う。
　新型コロナウイルスの影響で、孫に会いにくいから
と、人が多く集まる場所を避けていました。しかし、
最近では、協会の地区会も各地でリアルに開催するよ
うになってきている。注意は怠ってはいないが、これ
も慣れなのかなと感じる今日この頃である。   (佐野)
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2022年度安全スローガン募集中！
　協会では毎年、会員企業の皆様に職場で
の安全意識向上を推し進めていただくため
に、社内コンペによる安全スローガンを募
集しています。
【施工の初心に帰れるような「安全」に関わ
るスローガン】を社内で募集していただき、
優秀賞を社内で選出後、すべての作品と優
秀作品を事務局までお寄せください。応募

いただいた方全員に参加賞を、また各社の
優秀作品創作の方には記念品を贈呈いたし
ます。
　締め切りは10月３日（月）、皆様からの
ご応募お待ちしております。
　優秀作品の中から最優秀作品を選び、11
月25日（金）開催の第10回全国会員大会に
て発表、表彰いたします。



2022年11月25日（金）2022年11月25日（金）
設立10周年記念式典を開催いたします設立10周年記念式典を開催いたします
　本協会は2012年10月12日に一般社団法人に移行し、本年8月31日をもって第10期本協会は2012年10月12日に一般社団法人に移行し、本年8月31日をもって第10期
決算を行いました。法人設立10周年を記念して第10回全国会員大会に引き続き、設立決算を行いました。法人設立10周年を記念して第10回全国会員大会に引き続き、設立
10周年記念式典を開催いたします。10周年記念式典を開催いたします。
 （会員の皆さまには封書にて9月過ぎに正式にご案内申し上げます）。（会員の皆さまには封書にて9月過ぎに正式にご案内申し上げます）。

日時：2022年11月25日（金）14:00～ 
会場：東京都原宿東郷記念館「聚洸・天翔」 

【スケジュール】 
14:00～ 第10回全国会員大会開会　
14:05～ 開会・理事長挨拶・ご来賓挨拶
14:50～ 表彰式（最優秀会員賞・安全スローガン・
   協会員保険）
15:20～ 2022年度施策方針発表
15:30～ 講演Ⅰ
16:10～ 講演Ⅱ
17:00～ 設立10周年記念式典開会
　　　　　・歴代理事長ご挨拶～ご来賓ご挨拶
　　　　　・各エリアマネージャーによる活動報告
　　　　　・会員企業事例発表

第10回全国会員大会開会・法人設立10周年記念式典
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　全国102の地方自治体から79件の計画提案が
　あり、そのうち26件が選定されました。
〇脱炭素先行地域づくりとは、環境省・国も積極
　的に支援しながら、地方自治体や地元企業・金
　融機関が中心となり、地域特性等に応じ、地域
　の課題解決と脱炭素を行う先行的な地域の取組
　を2030年までに100か所ほど実行することで
　2050年までには全国で実行する取り組みです。
　特に今後の5年間に政策を総動員し、人材・技
　術・情報・資金を積極的に支援を行っていく模
　様です。
〇今回の「脱炭素先行地域」には地域脱炭素移行・
　再エネ推進交付金が計上されており、令和4年
　度は、200億円が予算化されています。100か
　所の脱炭素先行地域が選定されるまでの実施期
　間として令和12年度まで行われることとなって
　います。

〇地域の課題解決のために再生可能エネルギー等
　を導入し、脱炭素を図ることになっており、す
　なわち地域の活性化・経済効果を促すことにな
　りますので、以下の事例をご覧いただき、皆様
　の地域では何が始まるのか、ご確認いただける
　と幸いです。
※なお、誌面の関係から、北海道石狩市提案・北
　海道上士幌町提案・秋田県秋田市提案・神奈川
　県川崎市他提案、鳥取県米子市他提案・岡山県
　西粟倉村他提案・高知県梼原町提案事例が未掲
　載となっておりますので詳しくは「環境省脱炭
　素ポータルサイト」（env.go.jp）の新着ニュー
　ス：2022年4月25日：脱炭素先行地域選定結
　果（第1回）についての添付資料をご覧ください。

提案者 提案概要

・北海道鹿追町

多様なエネルギーの循環とレジリエンス強化、環境価値の向上による地方創生モデル「MIRAI COUNTRY」の提唱
　公共施設を主体に町民サービスによる行動変容を図る役場周辺エリア、脱炭素等による交流拠点となる瓜幕エリ
ア、地域振興の拠点となる然別湖エリア、再生可能エネルギーをつくり町内に届けるエネルギー供給エリアの、4 つ
のエリアで太陽光やバイオガスプラント等の設備導入を集中して行うとともに、公共施設群においては、オンサイト
に加え、地域新電力を介して町内の再エネ由来電気を供給することで、脱炭素化に取り組む。

• 宮城県東松島市
•（一社）東松島みらい
とし機構

震災復興からつなぐ未来都市ー人・エネルギー・地域でつくる未来の環ー
　野蒜地区全域において、地域において実績のある地域新電力（HOPE）等を活用しつつ、住宅の屋根等に太陽光・
蓄電池を導入（オンサイト PPA）するとともに、利活用が課題となっている防災集団移転元地を活用した太陽光設
置（オフサイト PPA）を進め、同地区の全民生需要家の脱炭素化に取り組む。また、一部地域において自営線マイ
クログリッド・太陽光・蓄電池を導入しレジリエンス強化を図る。

・秋田県大潟村

自然エネルギー 100％の村づくりへの挑戦！～第１章電気編～
　村中心エリアにおいて、公共施設、商業施設、県立大学、村営住宅、一般住宅に設置可能な容量の太陽光・蓄電
池を設置するほか、大口需要家であるホテルについては自営線を活用し大規模太陽光から電力の供給を行う。また、
隣接村有地を活用し、大規模太陽光と蓄電池を新設し、系統連系を図りながら村全体の民生部門の電力消費を賄う。
さらに、地域課題となっている未利用もみ殻を活用したバイオマス熱供給事業により、熱分野の脱炭素化も図る。

• 埼玉県さいたま市
• 埼玉大学
• 芝浦工業大学
• 東京電力パワーグ
リッド㈱埼玉総支社

さいたま発の公民学によるグリーン共創モデル
　全公共施設、２大学、浦和美園地区の商業施設・モデル街区など多様な大口電力需要家が、各施設等に太陽光発
電設備等を設置するとともに、事業者と連携した EMS による需給管理のもと系統最大効率化を図りつつ、新設のご
み発電、市内外のフロート太陽光、卒 FIT 電源など多様な再エネ電源を活用し「公」「民」「学」の脱炭素化を図る。
また、公共施設等の脱炭素化と連携し、市域全体で展開する再エネを活用したシェア型マルチモビリティーサービ
ス（小型 EV、EV スクーター、バッテリーステーション等）の大規模拡大を図る。

• 神奈川県横浜市
•（一社）横浜みなとみ
らい 21

みなとみらい 21 地区における公民連携で挑戦する大都市脱炭素化モデル
　みなとみらい 21 地区 (MM21地区 ) の 64 施設のうち 32 施設に対し、市内郊外部の未利用スペース（市営住宅や
小中学校の屋上、調整池）を活用したオフサイト PPA による太陽光発電設備の導入、既設のごみ発電や風力発電の
活用、広域連携による他自治体からの再エネ導入の拡大等を行い、大規模デマンドレスポンスによる系統圧迫の緩
和をしながら脱炭素化を図る。また、同地区の既設の地域冷暖房設備の更新・増強等を図るとともに、同地区の食
品残さやペットボトルの削減や活用（バイオマス発電、堆肥化、ペットボトル再利用等）等を図る。

• 新潟県佐渡市
• 新潟県

離島地域における EMS を活用した自立分散・再生可能エネルギーシステム導入による持続可能な地域循環共生圏
の構築
　離島特有のエネルギーの災害脆弱性等を踏まえ、佐渡市全域におけるにおける官民の防災・観光・教育施設（125
施設）について、屋上等を活用した太陽光や蓄電池、耕作放棄地等を活用したオフサイトの太陽光、木質バイオ
マス発電、10 地区の主要防災拠点に大型蓄電池を導入するとともに、EMS による一元管理等を行い脱炭素化を図
る。また、公用車・レンタカー EV 化、グリーンスローモビリティによる地域交通シェアリングサービス、再エネ
100%EVステーションの導入等を行う。

• 長野県松本市
• 大野川区
• 信州大学

のりくら高原「ゼロカーボンパーク」の具現化
　乗鞍高原地区（ゼロカーボンパーク）の宿泊施設・飲食店等を含めた全民生需要家を、各施設の屋根等を活用し
た太陽光導入のほか、地域主導型・地域裨益型の小水力発電施設の導入により脱炭素化を図る。また、宿泊施設等
へ EV、EV バス、木質バイオマスストーブ等を導入するとともに、観光客等が利用する E-bike やグリーンスローモ
ビリティを導入し、環境配慮型二次交通を構築する。あわせて木材加工や供給を行う地域ビジネスの事業化を図る。

提案者 提案概要

• 静岡県静岡市

脱炭素を通じて新たな価値と賑わいを生む「みなとまちしみず」からはじまるリノベーション
　清水港製油所跡地等を活用し、大規模開発の検討・整備が進められている清水駅東口エリア、物流倉庫等が立地
する日の出エリア、区画整理事業を進めている恩田原・片山エリアにおいて、各施設や遊休地等に太陽光、蓄電池、
自営線、EMS 等の導入を進めるほか、市域内での PPA による太陽光導入を拡大し、自家消費しきれない余剰電力を
先行地域に供給すること等により各エリアの脱炭素化を図る。また、清水駅東口エリアでは、再エネ由来の電力で
水電解した水素を FC バスなどへの供給も目指す。

• 愛知県名古屋市
• 東邦ガス㈱

再開発地区で実現する脱炭素コンパクトシティモデル
　工場跡地の大規模再開発地区であり市の「低炭素モデル地区」となっている「みなとアクルス（商業、スポーツ
施設、学習施設、集合住宅等）」において、太陽光・小型風力発電・CN な都市ガス発電・蓄電池等を導入するとと
もに、市所有の既存太陽光発電およびごみ発電の余剰電力を供給することにより脱炭素化を図る。また、再エネ設
置スペースの確保が困難な都市部の再エネ自給率を高めるため、同地区において水素を製造し、水素と CN な都市
ガスを燃料とするコージェネ（CGS)、ボイラー、家庭用燃料電池を導入するとともに、FCV へ水素供給等も行う。

• 滋賀県米原市
• 滋賀県
• ヤンマーホールディ
ングス㈱

農山村の脱炭素化と地域活性～米原市「ECO VILLAGE 構想」～
　米原駅周辺の米原市・滋賀県の公共施設とヤンマーホールディングス株式会社の施設に太陽光発電設備を導入す
るとともに、柏原駅周辺の耕作放棄地に太陽光発電設備 ( ソーラーシェアリング ) を設置し、系統を通じて対象とな
る施設の民生部門の脱炭素化を図る。また、当該耕作放棄地において、ソーラーシェアリングとともに、AI・IoT 等
を実装し、再エネを地産地消する環境配慮型栽培ハウスを導入する。

• 大阪府堺市

堺エネルギー地産地消プロジェクト
　ニュータウン問題 ( 著しい高齢化とインフラの老朽化 ) に直面する泉北ニュータウンにおける、次世代 ZEH ＋住宅

（180 戸）の導入や都心エリアにおける高層市庁舎の ZEB 化等を行うとともに、市内未利用地等に太陽光発電設備を
設置し、小売電気事業者を介したコーポレート PPA により先行地域対象施設の脱炭素化に取り組む。また、ICT な
ど先進技術の活用による公共交通の利便性向上などにより、人と公共交通主体の都市空間の創出等を推進 ( 堺・モ
ビリティ・イノベーション（SMI）プロジェクト )。

• 兵庫県姫路市
• 関西電力㈱

姫路城ゼロカーボンキャッスル構想～世界遺産・国宝「姫路」から始まる脱炭素ドミノ～
　世界遺産・国宝「姫路城」を中心に主に特別史跡指定区域内にある周辺公共施設について、郊外市有遊休地に太
陽光・蓄電池を設置し、オフサイト PPA により再エネ供給を行いゼロカーボンキャッスルを実現し、観光地として
の魅力・ブランド力等の向上を図る。あわせて、文化財保護法の規制がある同区域内における次世代型太陽光の導
入可能性について検討する。また、EV バス、EV タクシー、FCV タクシー等への補助を拡充し相乗効果を図る。

• 兵庫県尼崎市
• 阪神電気鉄道㈱

阪神大物地域ゼロカーボンベースボールパーク整備計画～地域課題解決型！官民連携事業～
　人口減少が進む市南部大物地域の小田南公園に阪神タイガースファーム施設が移転することにあわせ、同公園内
の野球場、練習場等のスポーツ施設に太陽光・蓄電池を導入するとともに、自営線による同施設間や近隣の大物公
園、大物川緑地間の電力融通を行った上、不足する電力をごみ発電の余剰電力を活用しゼロカーボンベースボール
パークを実現する。あわせて、近隣の阪神電車の駅（6 駅）を太陽光等により脱炭素化するとともに、EV バスの導入、
ゼロカーボンナイターの開催等を行い相乗効果を図る。

• 兵庫県淡路市
• 株式会社ほくだん
• シン・エナジー㈱

市におけるコンパクトシティ×里山ハイブリッド脱炭素化モデル事業
　夢舞台サスティナブルパーク内の民間施設、隣接する国営明石海峡公園、市営南鵜崎団地等において、株式会社
ほくだんが PPA 事業者となって、各施設等に太陽光や蓄電池を設置するとともに、市内の休耕地、ため池、住宅屋
根等に太陽光等を導入し、先行地域内の各施設等に再エネ電気を供給することにより、脱炭素化を図る。また、熱
については、地域課題となっている放置竹林を活用した竹ボイラの導入実装等に取り組む。

• 島根県邑南町
• おおなんきらりエネ
ルギー㈱

再生可能エネルギーで輝く「おおなん成長戦略」
　矢上地区・中野地区・田所地区の全域において、おおなんきらりエネルギー㈱が PPA 事業者となって、公共施
設、事業所、住宅等に太陽光や蓄電池を設置し自家消費を進めるとともに、その他民生需要家に同社が再エネ電気
メニューにより再エネを供給することにより同区全域の脱炭素化に取り組む。その他、全公共施設の脱炭素化、自
家用車と農作業用軽トラックの EV 化、ソーラーシェアリングや農機具の電化等に取り組む。

• 岡山県真庭市

森とくらしで循環ゼロカーボンシティ真庭
　公共施設について、全面的な LED 化や屋根等に太陽光・蓄電池の導入を図るとともに、新設する木質バイオマス
発電やバイオガス発電から電力調達を行い脱炭素化を図る。2030 年までに全公用車（普通自動車）の次世代自動車
化を図るとともに急速充電器等の整備を進める。また、木質バイオマス発電では未利用の広葉樹林や耕作放棄地に
おける早生樹などの利用を図るとともに、バイオガス発電では生ごみ等のバイオ液肥化を行うなど地域資源循環シ
ステムを構築する。

• 福岡県北九州市
• 北九州都市圏域 17
市町
※直方市、行橋市、豊前市、
　中間市、宮若市、芦屋町、
　水巻町、岡垣町、遠賀町、
　小竹町、鞍手町、香春町、
　苅田町、みやこ町、吉富町、
　上毛町、築上町

公共施設群等における再エネ最大導入・最適運用モデルと横展開による地域産業の競争力強化
　北九州都市圏域の公共施設群および北九州エコタウンのリサイクル企業群において、PPA による自家消費型 PV、
EV・蓄電池、省エネ機器の導入を通じて、同施設群の脱炭素化を図るとともに、低コスト型 PPA モデルを構築。さらに、
同モデルを中小企業等へ展開し、脱炭素化と生産性向上の伴走支援を実施する。また、響灘地区を中心に風力発電
や水素等も含めた脱炭素エネルギー拠点化を図るとともに、再エネ導入拡大にともなう新産業を創出する。

• 熊本県球磨村
• ㈱球磨村森電力
• 球磨村森林組合

「脱炭素×創造的復興」によるゼロカーボンビレッジ創出事業
　三ヶ浦地区・神瀬地区・一勝地地区の全域と住生活エリア（災害公営住宅が大規模整備される村総合運動公園一体）
の民生需要家および全公共施設等について、株式会社球磨村森電力と連携して、自家消費型太陽光・蓄電池をでき
る限り導入するとともに、荒廃農地や林地等を活用した太陽光発電による電力等を供給することにより脱炭素化を
図る。また、同社と連携して、林業加工施設など産業部門の脱炭素化を図る。

• 鹿児島県知名町
• 鹿児島県和泊町
• リコージャパン
•（一社）サステナ
ブル経営推進機構

ゼロカーボンアイランドおきのえらぶ
　離島特有のエネルギーの災害脆弱性や内燃力機関の下げ代制約も踏まえ、系統と協議の上、系統末端部の 3 地区

（知名町新庁舎周辺、久志検地区周辺、国頭地区周辺）において、太陽光・蓄電池・デジタルグリッドルーターを導
入しつつ、マイクログリッド化を行い脱炭素化を図る。また、公共施設についても、設立予定の地域新電力と連携して、
自家消費型太陽光・蓄電池をできる限り導入しつつ脱炭素化を図るとともに、自動車やバイクの EV 化を進め運輸部
門の脱炭素化も図る。

環境省による第1回「脱炭素先行地域」が選考され、
26案件が公表されました！（2022年4月26日）
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・日本PVプランナー協会員様だけがご加入いただける太陽光発電設備に対する自然災害補償保険
　です。
・太陽光発電設備の販売やO＆M契約時に保険も併せて販売する商品付帯保険です。
　→販売時・契約時保険が含まれるため発電事業者様が自身で保険手配不要です。

※カーポート：対象かどうかは、事前にご確認をお願いします。
　　　　　　　車庫の上に発電設備を設置した場合や足が長い太陽光発電設備の下には車が停めれる
　　　　　　　場合は対象。
※補償開始日＝引渡し日のため連携済みかどうかは関係ありません。
※途中で発電所の所有者（被保険者）が変更となった場合は、保険が終了します。
※リース契約等当初から発電所の所有者（被保険者）が変更となることがわかっているものは対象外です。
※蓄電池やV2Hも対象とすることができます。

＜会社概要＞
株式会社インシュアランスサービス
代表取締役社長　清水丈嗣
本社：兵庫県芦屋市松ノ内町1-10 ラリーブ2F
支店：東京・名古屋・大阪・神戸
資本金：24,845,000円

           （グループ全体 190,500,000円）
社員数：127名（グループ全体 243名）※2022年2月
取扱保険料：64億円

＜お問い合わせ先・協会担当＞ 
担当者：山本花菜子（東京営業部1課）
住所：東京都新宿区信濃町35 信濃町煉瓦館4F
電話：03-5357-7299 
maill:yamamoto@inss.jp

協会員専用 太陽光発電所の自然災害補償制度協会員専用 太陽光発電所の自然災害補償制度
リニューアルのお知らせリニューアルのお知らせ これからの保険の活用方法

（１）他業者が販売した発電所のメンテナンス契約を奪取
 ⇒メンテナンスに保険付保できるため保険料＋メンテナンス料で固定費の削減を提案が可能
 です。

（２）屋根の上物件であっても建物の保険ではなく、別途保険を準備を
 ⇒太陽光発電設備のみの修繕工事にも関わらず、建物全体の保険を使用する許可を取らなく
 　てもよくなります。

（３）総コスト削減提案を
 ⇒近年の自然災害の増加により発電事業者が太陽光発電所に付保する火災保険が高騰する傾
 　向です。本商品はそれらの保険と比べ安価なため、トータルコストの引き下げ提案が可能
 　です。

（４）未開拓設備利用への活用
 ⇒PPAや自家消費等対象とできる設備が増えましたので、ぜひご活用ください。

・近年の自然災害の増加により保険会社が支払う保険金の増加にともない商品改訂を毎年繰り返
 しています。商品改訂では、保険料率・商品内容の変更を行います。
・過去の商品改訂では、一部地域を除きほとんどの地域が数%～数十％上がる傾向にあります。
・ 太陽光発電所においては、フェンスや防草シートの明記が必須となったり、保険会社によっては、
 建設当時の架台強度計算、架台基礎設計書、パネル配置図、排水計画書等を確認し引受を判断
 する場合がございます。

（1）協会員専用保険とは

（2）自然災害補償制度ラインナップ

（3）対象設備

近年の自然災害補償に関する保険の動向

①新設販売付帯　太陽光発電設備　自然災害補償（5年）
　協会員が発電の施工販売を行う際に併せて販売いただきます。
②O&M契約付帯　太陽光発電設備　自然災害補償（5年）
　協会員が発電のメンテナンス契約を行う際に併せて販売いただきます。
　※他社が施工販売したものも対象。既設設備対象
③住宅用新設販売付帯　太陽光発電所　新設付帯動産総合保険（10年）

①新設販売付帯：10kW以上1MGW未満かつ設備金額1億円以下
②O&M契約付帯：10kW以上1MGW未満かつ設備金額1億円以下
③住宅用新設販売：10kw未満かつ設備金額3千万円以下



地区会レポート

　中部地区会を名古屋市（ウインクあいち）でリ
アル&ZOOM開催致しました。参加者は、リア
ル参加19名、ZOOM参加22名でした。まず初
めに恩田エリアマネージャーの挨拶ではじまりま
した。
○14：00～1部：石丸貴樹理事長から「EV補助
金を使ったEV購入者の営業からソーラーカー
ポート・V2H販売&蓄電池販売提案」と題して
販売手法の説明がありました。
　いかに、EVカーでユーザーの興味を引き、補
助金の魅力を伝え、販売につなげるかを学びまし
た。

○14:50～エネルギーマネージメントアドバイ
ザーについて、舟山認定センター長より説明があ
りました。太陽光発電だけにとどまらず、エネル
ギー全体を考え提案していけることが、エネル
ギーマネージメントアドバイザーであることを学
びました。
○15 ：00～２部：石丸理事長を交えながら1部
の販売提案について語り合いました。
　また、小グループにわかれて、それぞれ今後の
再生可能エネルギー市場の拡大状況について意見
交換を致しました。

名古屋編（2022年5月30日）

＿中部地区会＿

地区会レポート

　中国・四国地区会を岡山市(岡山市国際交流セ
ンター)でリアル開催いたしました。椋木エリア
マネージャーの開会挨拶に続いて、新入会の松島
電気㈱の入会証授与と記念撮影と続きました。
　椋木エリアマネージャーの進行により、参加者
全員が実際に事業化しているO&M・ソーラー
シェアリング・自家消費等の発表とコロナ禍で実 際にどのように事業展開してきたかなどを発表

し、懇談的に質疑応答して問題点を共有しました。
その中で、特に問題になったのは、ブレーカーの
品切れと、資材の高騰(1.5～2.0倍)でした。
　その後、大槻講師の脱炭素ミニセミナー、山本
講師の協会専用保険の説明、最後に3グループに
分かれてグループディスカッションをおこないま
した。

岡山編（2022年6月10日）

＿中国・四国地区会＿

　新型コロナ対策として東北エリア会員限定参加
にてリアル開催いたしました。2年ぶりの再会と
新たな出会いに意気軒高な会員企業です。
・脱炭素化の状況と再エネ推進について
・震災からの福島県での再エネ取組について
・まだまだ終わらないFITセカンダリーマーケッ
トにおけるリノベーション術
・協会員専用具体保険とサイバー保険事例説明
・参加会員が4人ずつに分かれ近況報告や意見交
換で盛り上がりました。

「脱炭素と再エネ推進をテーマに」
仙台編（2022年6月17日）

＿東北地区会＿

「コロナ禍での事業展開を
参加者全員が発表」

「EV・V2H・ソーラーカーポート
補助金活用セミナー」

澤井エリアマネージャー開会挨拶

会員賞授与
（㈱東日本ソラナ様）

会
員
賞
授
与
（
松
島
電
気
㈱
）
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開催予定 参加人数 項目 内容

9 月 28 日 41 WEB セミナー 環境省が進める自治体 + 新電力 + ソーラーシェアリング自家消費の事例発表

10 月 13 日 89 WEB セミナー 建築許可軽減された企業設置向けカーポートと EV による地域環境について

10 月 27 日 34 WEB セミナー 計測器レンタル説明 + セミナー

11 月 26 日 145 第 9 回全国会員大会（リアル＆ WEB） 挨拶・施策発表・表彰式・基調講演（経産省・環境省・農水省）

12 月 14 日 46 関東地区会 WEB セミナー 新たな住宅用太陽光販売 + 住宅用蓄電池販売

1 月 26 日 32 WEB セミナー 斜面設置設計・営農型設置設計ガイドラインおよび未来について

2 月 24、25 日 7 協会員専用保険 WEB 説明会 契約者対象 2022 年度保険説明会

2 月 28 日 100 WEB セミナー 令和 3 年度補正予算概要説明

3 月 16 日 29 WEB セミナー オンライン制御から代理制御へ～ 10 〜 500kw が対象あらたエリア拡大

4 月 14 日 46 WEB セミナー 環境省脱炭素移行・再エネ交付金説明会

4 月 20 日 65 WEB セミナー 電力ピークカットとデマンドコントロール対応について

5 月 30 日 21 中部地区会 WEB セミナー EV・V2H・ソーラーカーポートセミナー＆中部エリア会員による意見交換

6 月 28 日 23 協会員専用保険 WEB 説明会 全会員対象 2022 年度保険説明会

7 月 6 日 82 関東地区会 WEB セミナー 電力価格事情 +FIP 概要 +FIP での事業化

7 月 14 日 42 WEB セミナー 非 FIT 太陽光発電所募集説明会

◆2021年9月～2022年7月　WEBセミナー開催報告

◆2021年9月～2022年7月　地区会開催報告
開催予定 参加人数 項目 内容

1 月 17 日 10 西日本合同交流会（エリア会員限定） 現況と新時代の経営・女性社員活用

5 月 30 日 18 中部地区会（エリア会員限定） 中部エリア会員による意見交換会＆最新情報ミニセミナー

6 月 10 日 18 中国四国地区会（エリア会員限定） 中国・四国エリア会員による事業事例発表・意見交換＆最新情報ミニセミナー

6 月 17 日 16 東北地区会（エリア会員限定） アフター FIT 背景と現在・東北エリア会員による意見交換

7 月 6 日 17 関東地区会　（全国会員対象） 参加会員による意見交換会＆最新情報ミニセミナー

7 月 27 日 未計上 近畿・北陸地区会（全国会員対象） 参加会員による意見交換会＆最新情報ミニセミナー

日本PVプランナー協会会員向け地区会＆WEBセミナー
開催報告



経営トップ、我が社を語る/会員企業訪問

　FITに基づきこれまでは投資の色が濃かった太陽
光発電。しかし、近年はFIT価格の下落もあり「自
家消費型太陽光発電」が注目されております。自家
消費型は「自己所有」と「第三者所有（PPA）」に
分けられます。
　当社では自己所有型の提案を進める一方、全国で
PPA事業を展開している伊藤忠エネクス㈱や、
Daigasエナジー㈱と協業パートナーとしてPPA型

の提案にも力を入れております。
　北海道から鹿児島まで全国各地での施工経験で培
ったノウハウを基に、お客様の現状をヒアリングし
たうえで、最適なプランを検討してご提案させてい
ただいております。
　今後は自家消費型太陽光発電に注力するととも
に、既存発電所の発電量をアップさせる「リパワリ
ング」にも取り組んでまいります。

㈱ダックス（九州エリア会員）

　1997年京都で開催された「国連気候変動枠組
条約第3回締約国会議」に触発され、環境事業を始
めました。2005年京都議定書が発効されたこの
年に、一般市民向けの太陽光発電セミナーを開始。
　同年、国の補助金が打ち切られ、太陽光発電氷河
期といわれる中、地球温暖化防止・脱原発・日本の
エネルギー自給率の向上を訴え、関東を中心に年間
約100回の講演を開催し、参加者の中から希望者
に取次業務の委託を行ってきました。現在では、
4,000店を超える取次店様の登録をいただいてお
ります。
　弊社が本日まで、活動を続けてこられましたのも
本冊子、黎明25号で同じくこのコーナーでご紹介
をされていた㈱サンエイエコホームの武中社長のお

力が大きく、ご紹介したすべてのお客様への対応を
誠意を持ってしていただいたおかげです。
　このように事業者同士が援助しあえる日本PVプ
ランナー協会の存在は、今後も不可欠であると確信
しております。

地球温暖化防止・脱原子力発電・
日本のエネルギー自給率向上のため、
太陽光発電が有効であるということ
をセミナーを通じて伝え続ける
㈱ビッグ・ストリート（関東エリア会員）

・会社概要・
社名：㈱ビッグ・ストリート
住所：東京都世田谷区宇奈根2-2-3
代表者：森田秋彦
創業：1989年
主な事業：太陽光発電システム仲介事業

・会社概要・
社名：㈱ダックス
住所：福岡県福岡市中央区長浜1-1-1 KBCビル8階
代表者：石原紀幸
創業：1995年
主な事業：戸建住宅企画・販売、マンション企画・販売、
マンション管理業、総合建設業、ソーラーシステム販売業、
浄水器製造/販売事業

自家消費太陽光の拡大に向けて、
大手PPA事業者と協業を開始

㈱オーレック様（施工例）

AZはやと店様（施工例）

　当協会のEMA認定の活用が分からないという方
や今後受講を希望する方のため、EMAの活用方法
などを述べさせていただきます。
　まず、カーボンニュートラルの騎手として「太陽
光発電（以降ＰＶ）」は大きな注目を集め、社会的
ニーズとして日々広がっています。しかしその半面
「市場の広がりが実感できない」「売上や営業が苦
戦している」と声もあります。それではなぜ、成長
性の感度が乖離してしまっているのでしょうか？ 
　その原因は「顧客への必要知識と訴求する顧客
自体が変化していることに企業が気付いていない」
という点にあります。
　必要知識は時代とともに変化します。例えばPV
が高額だった導入期は「環境訴求」や「発電原理」
の知識、成長期に入るとFIT制度により「経済メ
リット」中心となり、「IRR」などの財務知識、ま
た土地取得のためには不動産知識などが必要とな
りました。
　一方で「現在の市場成長のトリガーは何か」を考
えると、それが【カーボンニュートラル（以降CN）】
ということになるのです。
　ところが「CN」を説明するには、CN自体はもち
ろん、CNのさらに後ろにある「パリ協定」、そこに
つながる「PRI→ESG」や「MDGs→SDGs」の流
れ、そしてESG等を評価する「CDP」「SBT」の
イニシアティブや「TCFD」など金融的側面の知
識、引いては「RE100、EP100、EV100」や、
さらに「VPP」「DR」など現場の機器へのつなが
りの知識も必要になってきます。もちろんEMAで
はこれらのことも体系的に分かりやすく説明されて
おり、こういった言葉を口に出すことで、相手の理

解や要求を探ることがで
きます。つまり、知識を
常にアウトプットするこ
とで、顧客ニーズのアン
テナに触れる機会を増や
すのです。
　次に顧客自体の変化についてです。ビジネスの拡
大方向は「ＢtoＣ」→「ＢtoＢ」→行政相手の
「ＢtoＧ」です。特に市場をけん引しているキー
ワードが「CN」であれば、「ＢtoＢ」「ＢtoＧ」が
重要な顧客となり企業の成長を促すわけです。例え
ば自治体に「ＰＶを買ってください」では話は通り
ませんが、「脱炭素社会への協力をしたい」
「SDGs達成のための協力をしたい」というのであ
れば話は別です。そして同時に一定の権威付けも必
要となります。ここで、みなさんにしっかりアピー
ルいただきたいのは「当協会は再エネ団体として日
本最大級であり、国からも意見を求められている信
頼のおける団体」であるということ、そしてEMA
は「その協会が発行している日本最大級のエネル
ギーマネジメントの資格」であり、かつアカデミッ
クとして「専門学校のカリキュラムにも取り入れら
れている」という点です。結果「この企業なら知識
も豊富だし、エネルギーマネジメントのプロだから
話を聞いてみよう」ということにつながります。
　EMAでは、エネルギーの世界的潮流、日本の基
本計画などの政策、現場知識を網羅していますが、
資格取得することより「どう活用するか」が大事だ
と思っています。最後となりますが、EMA取得の
皆様が今後よりご活躍できますよう、心よりお祈り
しております。

エネルギーマネジメントアドバイザー資格講座 概要
【日程】毎月開催（12回/年）
【受講方式】e-ラーニング

※インターネットを介した講座となります。
【受講時間】講座 約 4 時間程度＋資格認定試験（Eテスト）

60 分
【受講期間】１か月間（毎月1日～末日）
【費用】30,250円（税込）/名

【お問合せ先】
エネルギーマネジメントアドバイザー認定センター事務局
TEL：03-5332-5200

（日本PVプランナー協会事務局と同じ番号です）
パナソニック エレクトリックワークス創研株式会社

（エネルギーマネジメントアドバイザー認定センター資格
認証機関）
TEL：03-5332-5200 
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「エネルギーマネジメントアドバイザー（EMA）」の活用とは「エネルギーマネジメントアドバイザー（EMA）」の活用とは
 エネルギーマネジメントアドバイザー認定センターエネルギーマネジメントアドバイザー認定センター
 センター長  舟山大器 センター長  舟山大器

エネルギーマネジメントアドバイザーエネルギーマネジメントアドバイザー
認定センターからのご案内認定センターからのご案内


